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研究成果の概要（和文）： 思春期・青年期の若者は急激な身体的変化と脳の発達によって心身の不調が起きや
すい。多くの若者は対人関係や社会的経験によって大人へと成長していくが、不登校や引きこもりなど社会参加
に困難を抱えるケースも多く早期に適切な支援が必要である。
 本研究では問題部分に焦点を当てるのではなく、目指したい未来に向かうことを志向し若者と家族のストレン
グスに焦点をあてた支援プログラムの開発を目的とした。先行研究と先行事例による効果的なモデルの分析、ま
た、中学校・高等学校におけるメンタルヘルスの実態調査から必要とされる支援プログラムを検討した。

研究成果の概要（英文）：Young people of adolescence and puberty are prone to mental and physical 
disorders due to sudden physical changes and brain development. Many young people grow into 
adulthood through interpersonal relationships and social experiences, but there are many cases where
 they have difficulty being part of society such as not attending school and social withdrawal; 
hence, proper support is necessary at an early stage. In this study, rather than focusing on the 
problem areas, we aimed to develop a support program focused on the strengths of young people and 
their families, with the intention of heading for the future they want to aim for. We examined the 
support programs needed from the analysis of effective models by preceding studies and cases, and a 
mental health survey at junior and senior high schools. 

研究分野：ソーシャルワーク

キーワード： 若者早期支援　家族支援　ストレングス　エコロジカルアプローチ　解決志向
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 思春期・青年期は急激な身体変化と脳の発
達に伴い心の不調や不安定さ、あるいは精神
病様症状が出現しやすく精神疾患発症の好
発年代である（APA ガイドライン他）。思春
期は対人関係や社会的経験によって脳が発
達し安定した大人として成長していくこと
が多くの研究から明らかになっており、若者
を中心とした環境、つまり、家族・仲間・教
育機関等のエコロジカルモデルに基づいた
複合的支援と対処スキルを強めストレング
スに働きかける支援が重要となる。 
 WHO と IEPA（国際早期精神病学会）は
2004 年に「早期精神病宣言」を共同発表し
学校に通う 15 歳の全ての若者が精神病に対
処しうる知識を身につけるべきであるとし
ている。オーストラリアや英国などの国々で
は早期支援サービスが推進され、その結果、
再入院・自殺率の減少、復学・復職率の上昇
等の報告がされている。思春期・青年期に出
現しやすいとされる精神病様症状の経験者
が全て発症するとは限らないことから早期
支援に対する倫理面からの指摘もあるが（斎
藤環、こころの化学、2011）、精神的な異変
を感じながらも知らないことによって支援
に繋がることができないことは、その後の生
活にリスクを生じることとなり、その意味で、
精神病状態の閾値には満たないが心身の不
安定さによって生活に困難を抱えている若
者に対する支援が求められる。 
 複雑な困難を抱えた若者が早い段階で支
援に結び付くためにはアクセスしやすいサ
ービスの提供が必要となる。オーストラリア
では「ユースパスウェイ・プログラム」、英
国では「コネクションズ・サービス」等によ
ってリスクを抱えた若者が早期にサービス
につながることで復学・就労などニーズにあ
った支援を提供することができている。また、
深刻な情緒障害や行動問題を抱えた若者と
家族を対象とした MST(Multi-Systemic 
Therapy)はエコロジカルモデルに基づいた
プログラムで臨床試験によってエビデンス
を得られている（S.W.Henggeler,2009）。 
このような背景をもとに平成 21 年度から
実施した「青年期における精神疾患早期支援
プログラム開発」における研究では北海道内
の高等学校を対象に高校生のメンタルヘル
スの実態について調査及び啓発的授業を実
施した。授業を受けた高校生の感想には精神
疾患のことについて知ることができて良か
ったという意見が多く、その効果を示すこと
ができた。しかし、生活上に困難をきたして
いる精神的な不調や行動に対しての具体的
対処方法を取得するにはどうしたらよいか
という声もあり継続的研究を実施してきた。
若者支援プログラムの検証作業の一環とし
てプログラムに参加した若者とともに行っ
た参加型評価では、問題を起こす原因結果を
明らかにして改善をはかるものよりも、若者
の長所や興味、できていることなどに焦点を

あてたプログラムに対しての満足感が高い
ということがわかった。 
 本研究は以上のような学術的背景によっ
て、若者を取り巻く環境を視野に入れたアプ
ローチから、若者と家族が自分自身のストレ
ングスに気づき自信を取り戻す支援アプロ
ーチを目指すものである。また、困難を抱え
た若者が地域の中で抵抗なく身近に利用で
きる施設（たとえば放課後等デイサービスや
地域会館など）や教育機関での適用を中心に
思春期デイケアなどの医療機関での適用も
視野に入れていきたい。本研究を貫く信念は、
本来、若者と家族には変化を起こすことを可
能とするストレングスが備わっているとい
うことである。 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、思春期・青年期の若者が
抱えやすいメンタルヘルスの問題を起因と
する社会参加の困難を改善するための「若者
と家族のストレングスに焦点をあてた早期
支援・過渡的支援プログラム」開発である。
精神症状と脳機能の関係に関する多くの研
究から、思春期・青年期の脳の発達には家族
を含む環境からの影響が重要な要因である
ことが明らかにされている。エコロジカルモ
デルとストレス－脆弱性－対処モデル、さら
にストレングスモデル、解決思考アプローチ
をベースとして、若者だけを対象としたプロ
グラムではなく、家族が子どもとの関わりに
自信を持つことができるような支援を集中
的かつ同時に行うことに主眼を置く。 
３．研究の方法 
（１）基礎的資料の収集 
 国内外における若者と家族を対象とした
効果的な先行事例を文献、現地視察等によっ
て調査を行い収集した資料を整理・分析を行
う。また、研究に有益と思われる理論につい
てもレビューを行う。 
（２）中学校・高等学校におけるメンタルヘ
ルスの課題に対する支援の実態調査 
 心身の不安定さで社会生活に困難をきた
している若者（本研究では中学生と高校生）
に対して、どのような支援が提供されている
のか、また、どのような課題があるのかにつ
いて実態調査を行う。調査方法は全国の中学
校と高等学校に配属されている養護教諭、ス
クールカウンセラーおよびスクールソーシ
ャルワーカーに対しての質問紙調査とする。 
（３）プログラムの開発 
 以上の結果をもとにして「若者と家族のス
トレングスに焦点をあてた早期支援・過渡的
支援プログラム」のフレームを開発する。 
４．研究成果 
（１）国内外における先行事例 
 オーストラリアで行われている「ユースパ
スウェイ・プログラム」は、13 歳から 19 歳
の若者を対象とし、国の委託を受けた支援団
体が年代やニーズに合わせた独自のプログ
ラムを提供している。支援団体は適切な支援
を担保するために支援対象者に対する支援



情報を報告することが義務付けられている。
精神的課題のため困難を抱えている若者の
通学・復学、あるいは就職をするための支援
を行うために、学校、教育訓練機関、地域コ
ミュニティ等などとの連携をとり活動を行
っている。 
 イギリスの「コネクションズ・サービス」
は地方組織であるコネクションズ・パートナ
ーシップによって 2001 年から実施されてい
る若者支援サービスで、若者にアドバイスと
支援を行い、大人としての生活や職業生活へ
の順調な移行をサポートすることを目的と
している。若者支援の担い手はパーソナルア
ドバイザーで、学校、職業選択、いじめ、健
康問題、家族問題に対して包括的な支援を行
っている。13～19 歳のすべての若者を対象と
しており、若者のニーズの必要度に合わせ在
学中から関わりをもつようになっている(英
国コネクションズ HP)。 
本研究開始前から調査を進めていたニュ
ージーランドのユースホライゾンでは若者
を中心としたエコロジカルアプローチをベ
ースとした MTFC（マルチディメンショナル・
トリートメント・フォスターケア）を行って
いる。問題を抱えた若者が設定された期間に
おいて専門的里親（フォスターケアギバー）
のもとで支援を受けるもので、個別セラピス
トは問題行動を解決するための計画をたて、
それが実践できているかどうかをフレンド
リーに確認をするスキルトレーナー、学校に
おける行動と教育に関するアセスメントを
行う教育心理士が配置されている。また、家
族が抱える問題や子どもとの適切な関わり
方などを家族セラピストが担当し、最終的に
は若者が家族のもとに戻れることを目標と
している。同じく、ニュージーランドのカリ
セ ン タ ー で 実 施 し て い る YTP(Youth 
Transitional Program)は精神医療機関で治
療を受けていた若者が復学あるいは就労な
ど社会参加を目標とする過渡的な短期集中
型プログラムでセルフマネージメントやコ
ミュニケーションスキルなどソーシャルス
キルを身につけるものである。対象は 13 歳
から 19 歳で若者の強さを強調するためにグ
ループを活用したセッションを中心に教
育・職業、アクティビティ、スキル（コミュ
ニケーションや感情のコントロール）などの
プログラムが行われている。 
 フィンランドの「kids’ Skills or parents 
and caregivers」はヘルシンキ・ブリーフセ
ラピー・インスティテュート創立者の精神科
医ベン・ファーマン氏によって開発された子
どもとの円滑なコミュニケーションに焦点
をあてたプログラムである。背景理論は解決
志向アプローチであるが、その他にも非暴力
コミュニケーション、修復的司法、ナラティ
ブアプローチなどの理論も取り入れている。
プログラムは次に示す５つのテーマで構成
されている。①子どもや若者の長所を効果的
に認め伸びてほしい方向への成長を促す。②

「してはいけないこと」の代わりに「なって
ほしい姿」に焦点をあてることを目的として、
大人からのお願いを上手に伝える。③子ども
と関わる大人の立場や考え方の違いから起
こりやすい対立を超えて、大人同士が同じ方
向を持ち協力関係を築く。④子どもや若者が
「こうなりたい」と思うことに焦点をあて
「ミニキッズスキル」を使って問題を解決す
る。⑤不適切な行動をとった子どもに対して
罰を与えるのではなく「責任のステップ」を
使って責任をとるための学習機会ととらえ、
貢献の場を与えることで誇りを持たせる。日
本では認証を受けたキッズソリューション
ズという団体が「エンジョイ子育て！」とし
て同じ内容のプログラムを提供している。参
加者に対するアンケート調査の結果では「と
ても満足」「まあ満足」と回答する参加者が
ほとんどで、実際の場面でも役に立っている
という声が多かった。 
 
（２）中学校・高等学校におけるメンタルヘ 
ルスの課題に対する支援の実態調査 
若者のメンタルヘルスの実態と支援状況
について把握することを目的とし、全国の中 
学校、高等学校から無作為に抽出した 1,000 
校を対象にアンケート調査を行った。回答者 
は養護教諭とスクールカウンセラー及びス
クールソーシャルワーカーであり、有効回答
は 136 校で養護教諭 136 名、スクールカウン
セラー及びスクールソーシャルワーカーは
75 名であった。本調査におけるメンタルヘル
スに関する問題」の定義は、人間関係の問題、
摂食に関する問題（過食、拒食）、睡眠障害、
自傷行為、不登校、抑うつ症状、不安症状、
幻覚、妄想、いじめ、集団生活への不適応、
感情の不安定等、教員の観察や関わりで認識
できるものとし、医療機関等からの診断とは
限らないとした。 
①養護教諭の調査結果 
 メンタルヘルスに関する問題を抱えてい
る生徒に対しての支援実施状況について「生
徒の話を傾聴し様子を観察した」は「必ず実
施した」80.1％、「だいたい実施した」14.0％、
「生徒の話を傾聴して問題解決に向けて話
し合った」は「必ず実施した」44.1％、「だ
いたい実施した」44.9％、「生徒にメンタル
ヘルスに関する知識を提供した」は「必ず実
施した」19.1％、「だいたい実施した」55.1％、
「ほとんど実施しなかった」15.4％、「生徒
にメンタルヘルスに対処できるスキルを提
供した」は「必ず実施した」13.2％、「だい
たい実施した」53.7％、「ほとんど実施しな
かった」21.3％、「保護者と連絡をとり、必
要に応じて保護者と面談した」は「必ず実施
した」16.2％、「だいたい実施した」39.7％、
「ほとんど実施しなかった」29.4％、「担任
教員と連携をとり、対応について共通認識を
持つようにした」は「必ず実施した」71.3％、
「だいたい実施した」23.5％、「医療機関や
保健所と連携をとり、必要に応じてつながる



ように働きかけた」は「必ず実施した」10.3％、
「だいたい実施した」33.1％、「ほとんど実
施しなかった」27.9％、「全く実施しなかっ
た」11.0％、「スクールカウンセラーと連携
をとり、必要に応じてつながるように働きか
けた」は「必ず実施した」38.2％、「だいた
い実施した」37.5％、「ほとんど実施しなか
った」7.4％という結果であった。 
支援をするうえでどのような資源との協
力・連携が機能したのかについて「非常に進
的に機能した」と答えたもので高かったのは
「スクールカウンセラーおよびソーシャル
ワーカー」の 50.0％で、次いで「校内の支援
組織、協力体制」で 33.1％となっている。生
徒のメンタルヘルスに関する問題の背景要
因として考えられるもので「かなり影響す
る」と答えたもので一番高かったのは「保護
者の養育機能」の 80.1％、次いで「保護者の
性格や感情表出傾向」67.6％、「生徒自身の
心傷的体験」64.7％、「生徒自身の発達的課
題」61.8％、「仲間集団との関係」58.8％と
なっている。メンタルヘルスに関する取組を
行うべきだと思うかについては「とてもそう
思う」45.6％、「どちらかと言えばそう思う」
49.2％で、効果的だと思うもので高かったの
は「スクールカウンセラーの話」64.7％、「具
体的なスキルの習得（演習）」63.2％、「映像」
47.1％、「医療関係者の話」42.6％であった。
保護者を対象とした取り入れ状況について 
「講演会の開催」を「取り入れている」11.8％、
「今後取り入れたい」52.9％、「取り入れて
おらず今後も取り入れない」30.9％、「情報
や知識に関する印刷物の配布」を「取り入れ
ている」34.6％、「今後取り入れたい」43.4％、
「取り入れておらず今後も取り入れない」
16.2％、「勉強会の開催」を「取り入れてい
る」2.2％、「今後取り入れたい」43.4％、「取
り入れておらず今後も取り入れない」48.5％、
「こどもとの関わり方などを学ぶワークシ
ョップの開催」を「取り入れている」2.2％、
「今後取り入れたい」48.5％、「取り入れて
おらず今後も取り入れない」44.1％、「子ど
もと保護者を対象としたリラクゼーション
などのワークショップの開催」を「取り入れ
ている」0.7％、「今後取り入れたい」41.2％、
「取り入れておらず今後も取り入れない」
53.7％、「アウトリーチによる支援（家庭に
出向いての支援活動）を「取り入れている」
12.5％、「今後取り入れたい」31.6％、「取り
入れておらず今後も取り入れない」51.5％、
「保護者のセルフヘルプグループ活動の促
進」を「取り入れている」0％、「今後取り入
れたい」22.1％、「取り入れておらず今後も
取り入れない」72.1％であった。また、これ
らの取組のなかで効果があると考えたもの
で高いものは順に「子どもの関わり方を学ぶ
ワークショップの開催」「講演会の開催」「ア
ウトリーチによる支援」「子どもと保護者を
対象としたリラクゼーションなどのワーク
ショップの開催」であった。 

自由記述には、メンタルヘルスに関する問
題を持つ生徒に応じた関わりや集団で過ご
す時の環境の整え方等教職員に対する勉強
会の必要性、専門家に教室の様子を見た上で
のアドバイス、私立学校へのスクールソーシ
ャルワーカーの配置助成などを要望する意
見、また、地域の状況による社会資源の偏り
に対する課題、取り組みの必要性は十分に理
解しているが業務負担が多いために実施す
ることができないなど、厳しい現場の状況も
把握することができた。 
②スクールカウンセラー及びスクールソー
シャルワーカーの調査結果 
 メンタルヘルスに関する問題を抱えてい
る生徒に対しての支援実施状況について「生
徒の話を傾聴し、様子を観察した」は「必ず
実施した」73.3％、「だいたい実施した」
20.0％、「生徒の話を傾聴して、問題解決に
向けて話し合った」は「必ず実施した」46.7％、
「だいたい実施した」46.7％、「生徒に問題
解決に必要な知識を提供した」は「必ず実施
した」29.3％、「だいたい実施した」56.0％、
「生徒に問題解決に対処するためのスキル
を提供した」は「必ず実施した」24.0％、「だ
いたい実施した」54.7％、「生徒を取り巻く
環境に対して働きかけた」は「必ず実施した」
は 30.7％、「だいたい実施した」は 54.7％、
「保護者に連絡をとり、電話で対応した」は
「必ず実施した」4.0％、「だいたい実施した」
18.7％、「ほとんど実施しなかった」26.7％、
「全く実施しなかった」17.3％、「保護者と
連携をとり面談した」は「必ず実施した」
5.3％、「だいたい実施した」48.0％、「ほと
んど実施しなかった」29.3％、「担任教員と
連携をとり、問題と対応について共通認識を
もつようにした」は「必ず実施した」65.3％、
「だいたい実施した」28.0％、「医療機関や
保健所と連携をとり、必要に応じてつながる
ように働きかけた」は「必ず実施した」4.0％、
「だいたい実施した」32.0％、「ほとんど実
施しなかった」29.3％、「全く実施しなかっ
た」14.7％、「児童相談所など公的関係機関
と連携をとり、必要に応じてつながるように
働きかけた」は「必ず実施した」2.7％、「だ
いたい実施した」14.7％、「ほとんど実施し
なかった」36.0％、「全く実施しなかった」
18.7％、「NPO や民間の支援団体と連携をとり、
必要に応じてつながるように働きかけた」は
「必ず実施した」1.3％、「だいたい実施した」
6.7％、「ほとんど実施しなかった」18.7％、
「全く実施しなかった」30.7％であった。 
支援を行う上での機能したものについて
「非常に促進的に機能した」の回答が多かっ
たものは「校内の連携（支援組織、協力体制
など）」64.0％、そのほか「専門職としての
知識とスキル」38.7％、「支援環境（相談室・
配置時間など）」36.0％、「保護者との連携」
32.0％であった。生徒のメンタルヘルスに関
する問題の背景要因として考えるものとし
て「かなり影響する」と回答が多かったもの



は「保護者の養育機能」78.7％、「保護者の
性格や感情表出傾向」62.7％、「生徒自身の
心傷的体験」62.7％、「生徒自身の発達的課
題」61.3％であった。メンタルヘルスに関す
る取り組みに効果的だと思うものに対して
回答が多かったものは「具体的なスキルの習
得（演習）」70.7％、「スクールカウンセラー
の話」46.7％、「映像」48.0％である。 
実施の取り組み状況に対しては「講演会の
開催」を「取り入れている」20.0％、「今後
取り入れたい」46.7％、「取り入れておらず
今後も取り入れない」22.7％、「情報や知識
に関する印刷物の配布」を「取り入れている」
28.0％、「今後取り入れたい」45.3％、「取り
入れておらず今後も取り入れない」14.7％、
「勉強会の開催」を「取り入れている」6.7％、
「今後取り入れたい」38.7％、「取り入れて
おらず今後も取り入れない」41.3％、「子ど
もとの関わり方などを学ぶワークショップ
の開催」を「取り入れている」6.7％、「今後
取り入れたい」50.7％、「取り入れておらず
今後も取り入れない」29.3％、「子どもと保
護者を対象としたリラクゼーションなどの
ワークショップ」を「取り入れている」6.7％、
「今後取り入れたい」50.7％、「取り入れて
おらず今後も取り入れない」13.3％、「子ど
もと保護者を対象としたリラクゼーション
などのワークショップの開催」を「取り入れ
ている」4.0％、「今後取り入れたい」49.3％、
「取り入れておらず今後も取り入れない」
36.0％、「アウトリーチによる支援（家庭に
出向いての支援活動）」を「取り入れている」
14.7％、「今後取り入れたい」32.0％、「取り
入れておらず今後も取り入れない」41.3％、
「保護者のセルフヘルプグループ活動の促
進」を「取り入れている」4.0％、「今後取り
入れたい」37.3％、「取り入れておらず今後
も取り入れない」46.7％であった。 
そのほか、自由記述には家庭環境の複雑な
ケースへの対応困難があり課題を抱えた保
護者への働きかけが必要、業務多忙な教員へ
のメンタルヘルス対応が急務、など、生徒だ
けでなく生徒にかかわる教員や保護者への
対応も求められることがわかった。 
 
（３）若者と家族のストレングスに焦点をあ 
てた早期支援・過渡的支援プログラムの開発 
 以上のような国内外における先行研究と、 
効果的実践および中学校・高等学校における
メンタルヘルスに関する問題への取り組み
状況の調査から、若者に対してはメンタルヘ
ルスに関する知識と実際に社会参加するた
めに必要なスキルを習得する演習形式の取
り組み、保護者に対しても講演などによる知
識や情報提供のほかに、やはり子どもとの適
切な関わり方のワークショップ、保護者同士
のセルフヘルプグループの推進、また、教職
員を対象とした知識と情報の共有という複
合的なアプローチの必要性を確認すること
ができた。また、先行事例の調査からは、若

者や家族の病理や欠点に焦点をあてその改
善をすることで問題解決を行う問題解決ア
プローチよりも、望む未来のために何が役立
つのかを志向し若者や家族の強みやリソー
スを見つけていく解決志向アプローチに基
づく実践にその有効性を確認することがで
きた。特に参考になったのが、フィンランド
の 「 kids’ Skills for parents and 
caregivers」とニュージーランドのカリセン
ターで実施しているYTP(Youth Transitional 
Program)である。そこで、本研究で開発した
プログラムは若者プログラム（Youth）と家
族プログラム（Family）、そして教育機関や
支援機関等の教員や支援者向けプログラム
（Staff）と、３つのアプローチから考える
ものとした。３つのアプローチが複合的に実
施されることが望ましいが、若者だけ、若者
と家族、家族とスタッフなど、その状況に応
じての活用も可能なものとした。すべてのプ
ログラムの背景理論は解決志向アプローチ
とし、まずは、「どうなりたいのか」のビジ
ョンを肯定的に描くところから始める。既に
行っていることやできていることなどを発
見することでプログラム参加者が自発的に
取組み自信を持つことを主眼とする。それぞ
れのプログラムは４～５回で完結する内容
で、若者は思春期特有の課題に対しての知識
とその対処法、家族は子どもの成長に対する
理解と適切な関わり方、スタッフは子どもや
若者との関わり方と保護者との協力関係づ
くりが主な内容である。5 回程度のプログラ
ムであるが、宿題やフォローアップによって
学んだことが定着していくことを目指す。 
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